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補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

　島原温泉観光協会へ支出していた観光案内所委託料及び観光協会補助金（運営・誘致）と島原市の観光誘
致プランニング事業経費を観光誘致事業等補助金として、平成２８年１０月から「株式会社　島原観光
ビューロー」へ支出。
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　本市観光の振興並びに観光の活性化に寄与するため、本市を訪れる観光客の方に島原の魅力発信やＰＲを
行い、周遊型観光・体験型観光の推進を図ることにより、宿泊客や入込客、リピーター客の獲得により交流
人口の拡大を図るとともに、市内への滞在時間の延長並びに観光消費額の増加を期待している。
【事業内容】
　滞在時間の延長を見込めるイベントの企画・開発・磨き上げ、他地域にない独自性・先進性を取り入れた
体験型商品の造成、コロン禍における新しい生活様式を取り入れたイベント等の企画・造成
○観光客誘致宣伝事業
　国内外を問わず、積極的な誘致宣伝活動を行う。
○集客イベント事業
　花火大会やしまばら浪漫ひなめぐり、新たな小イベントの企画商品の造成を図り、誘客促進を図る
○修学旅行誘致事業
　島原半島観光連盟や観光関係団体と連携して誘致活動を行う。
○スポーツ・コンベンション事業
　市や観光関係団体と連携して、誘致活動を行う。
○情報発信事業
　紙媒体による情報発信を含め、ＨＰ，ＳＮＳまたはＰＶ（動画）、多言語案内板によるタイムリーな情報
発信を行う。
○観光案内所
　本市を訪れる観光客に対して新鮮な情報を発信するとともに、おもてなし接客サービスに努め、観光客・
宿泊客の増加を図る。
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　本市観光事業の振興を図るため、市内の観光施設を有効活用し、島原のブランドを一段階上に押し上げ、
観光推進体制の強化のため、観光プロモーション、観光施設の運営、物販など一元的に担う組織として、平
成28年9月13日、観光関係４団体「島原温泉観光協会」、「島原城振興協会」、「島原温泉旅館組合」、「島
原市観光土産品協会」を統合し設立。
【事業】
・観光宣伝及び観光客の誘致促進に関する事業
・観光施設等の管理運営に関する事業
・観光事業を行う機関及び団体との連絡協調
・旅行業法に基づく旅行業

（株）島原観光ビューロー

継続 新規

あり なし



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：
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千円

休止･廃止の具体的方向性

　本市の観光関係団体の一元化（統廃合）により観光推進体制の強化が図られ、補助金の集約化も行
われており今後は他の観光団体との連携強化を図り、観光振興に取り組むため。

観光案内所等への職員の配置については、本市を訪れる観光客に対して島
原ならではのおもてなしを実施することでリピーターにも繋がっている。
また、各種イベントを仕掛けることで観光客の誘客に繋がっている。

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直しの

総 合 評 価

判
　
定

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、市内の観光客及び宿泊客が大幅に
減少するなど、観光産業に甚大な影響を及ぼしている。この落ち込んだ観
光産業の回復や観光誘客の拡大を図るため、誘客促進のほか、観光に関す
る情報収集、調査、分析など、市や島原観光ビューロー、観光関係団体と
連携し、本市の観光振興に取り組む必要がある。　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

② 市 の 関 与 の 必 要 性
観光案内所等への職員の配置については、島原の魅力を発信するために必
要不可欠であると考えており、公益性の観点から市の関与（財源負担）が
必要と考える。

① 助 成 事 業 の 効 果

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

・（株）島原観光ビューローに対する指定管理料を含めた各種補助金等、市からの財源措置について効果検証を行い、
　組織として効率的で健全な運営サイクルを図っていただきたい。
・付帯的な意見として、株式会社という組織そのものの見直を検討していただきたい。

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

　本事業補助金は、観光客誘致宣伝事業、集客イベント事業、修学旅行誘致事業、スポーツコンベンション事業、情報発信
事業、観光案内所と事業内容が多岐にわたっており、十分な事業成果が得られていないと見受けられる。島原半島観光
連盟等との誘致事業統合や、島原まつり運営委員会とのイベント集約など、事業内容の見直し検討を行ってほしい。
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備　　考

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


